





































第 1表はOE CD諸国の実質GNP成長率， C P I ， 失業率の平均を1960年
代 (固定相場制)， 1970� 72年 (変動相場制への移行期)， 1973�82年(変動相
場制〉 の3つの期間について示したものである。 明らかに， 1960年代の方が経
済的パフォーマンスがすぐれている。しかしながら， この ことから即ち， 変動
相場制への移行がOE CD諸国の経済的パフォーマンスを引き下げたと論ずる
ことは出来なし、。 ここ 19年の間に世界経済は 1973�74 年と 1979年の2度にわた
る石油ショ vクを経験しているし， また国際貿易量が大幅に伸び， 且つ ユーロ
第1表 OECDの経済指標
196(}-69 197(}-72 1973-82 
平均実質成長率(GNP) 4.95 4.12 2.45 
平均物価上昇率(CPI) 2.84 5.20 9.88 
平 均失業率 2.73 3.40 5.34 










そ こで， 先進 6ヶ国 (米国， 英国， フランス， 西独， カナダ， 日本)の消費
者物価上昇率， 実質GNP成長率， 貨幣供給増加率， 金利の変化の4 変数につ









米 国 英 国 フランス 西 独 カナダ 日 木
1 0.21/0.17 0.63/0.81 0.12/0.61 0.58/0.49 0.14/0.18 
1 0.18/0.23 0.53/0.60 0.05/0.08 0.51/0.48 




(資料) IMF International Financial Statistics 
















米 国 英 国 フランス 西 独 カナダ 日 本
1 0.49/0.73 0.55/0.70 0.66/0.86 0.54/0.73 0.63/0.79 
1 0.47/0.60 0.64/0.68 0.58/0.59 0.48/0.52 
1 0.77/0.92 0.58/0.68 0.40/0.41 
1 0.58/0.69 0.68/0.79 
1 0.21/0.26 
1 
なりつつ ある ことをうかがわせる。 こ こでも， 相関係数の値はすべて正であ









米 国 英 国 フランス 西 独 カナダ 日 本
1 0.15/0.16ー0.11/0.02 0.08/0.12 0.22/0.24 -0.19/-0.22 
1 0.30/0.41 0.65/0.67 0.36/ 0.45 0.41/ 0.39 
1 0.77/0.80 -{). 07/ー0.02 0.46/ 0.48 
0.65/ 0.69 0.46/ 0.49 




動に関する限り， 必ずしも同一歩調をとっていない ことがわかる。ただ， E C  
諸国間 ( 例えば， 西独とフランス， 西独と 英国， フランスと 英国) の関係は密
接である。












米 国 英 国 フランス 西 独 カナダ 日 本
0.21/0.25 0.44/0.50 0.43/0.52 0.81/0.83 0.23/0.63 
0.21/0.14 0.31/0.36 0.23/0.22 0.31/0.52 














一般に， 各国経済の相互依存関係の増大は各国の最終目標変数 (例えば， 物
価上昇率や 失業等〉と政策手段の聞のリンクをルーズなものにしてしまう傾向
がある。 この関係を図示したのが， 第 1図である。 政策当局は最終目標変数と
密接な関係を有する政策運営目標変数(内生変数〉を定め， 政策手段を用いて
この運営目標変数を適切な値に誘導し， 究極的に 最終目標変数の 最適な水準
を達成しようとしている。 金融政策について具体的に言えば， 各国の金融当局
は各 種の政策手段を用いて， 運営目標変数であるマネーサプライを目標水準に








添字h， fはそれぞれ自国および外国を表わす。 また， 矢印の方向は因果関係を，
その太さは関係の強さを示す。
うとしている。 この場合， 第1 図のように自国経済と外国の経済 の聞に密接
な相互依存関係が存在する場合には， 自国の政策手段と最終日標の聞のリンク
























国に影響を与えることはない。 従って， このモデルで 第l節に示したような状況を説
明することは困難であると思われるが， 小国モデ、ル によって分析している論文もあ




世界全体のマクロ経済活動の決定において， 独自の役割をはたすことはない。 (W. S. 





































zt z ) l ι [→r個の自国の政策変数以外の外生変数
1 z{" i 
Z{ 1 1: !-→5個の外国の政策変数以外の外生変数
J L Z{，c j 













:_ 1 --うが個の自国の最終目標変数のerr目t orm
e;;ξa 
e�ι.+I.t 
e吋� 1 1: 1一-今￥n一nポ*個の自国の中間変数のerη'ro町r t匂erm
(伺5的) Eιt=1 一十|岸三司寸寸1-十一一-7:








こ こで，A， B， C， Dは経済の構造係数行列を表わす。
(6)式を具体的に書くと，
AII AI2 レ 113AI4 1 
A21 A22! 1 A23 A241 
A31 A32! IA33 A341 
A41 A42 [ IA43 AI41 
すlltJj国1十1一一一一一--，一一-一一­
y1f 1 . 同日!B 32 
y{ J 11 B I I I! B 4z X{ 
X� 
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自国と外国の変数に分類して上記のような小行列(submatrix)で表せるが，
こ こで， 実線の枠で囲んだ小行列は， 自国と外国の変数聞の相互の影響を示す








する規制， ①技術進歩や国際経済環境の変化 (例えば， 多国籍企業の急激な成




(7) Yt=F Xt十GZt十HYt- 1 十Jt







同 W?=叫寸h町間十 J YLKYけ まXI;以?





(3) タイル型の最適化モテ、ルのほかに，サイモンにより提唱された“satisficing method" 
がある。 これは政策当局が最終目標変数の望ましい値を外生的に決定し， これが達成
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また ， S�は自国の政策当局がコントロールで、きない部分がある。 (・.-st=
(5)政策変数の係数行列下を自国と外国に分ける
( Fr i F[ ì 
IF九! F{ I F三[Fhi FlJ=卜一千 [-_:.:.:";--1 I F: ! F{ i 





















(10) X� = -M--;'mt 















の下において， かつてクーバ (ーR. Coo p er)が提唱した「相互依存の経済学」




分析手法の面でも， 多期間分析， 不確実性の導入， ゲーム論的観点の導入等の
側面から更に充実させる必要があろうと思われる。
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